
監査委員公表第537号

平成24年11月30日付け監査第818号で提出した監査結果の報告に対し、大分県知事、大

分県教育委員会委員長及び大分県公安委員会委員長から措置を講じた旨の通知があったの

で、地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第12項の規定により次のとおり公表する。

平成25年３月１日

大分県監査委員 米 濵 光 郎

大分県監査委員 姫 野 邦 子

大分県監査委員 麻 生 栄 作

大分県監査委員 首 藤 隆 憲

１ 指摘事項についての措置状況

監査対象機関 監査実施日 監査結果の指摘事項及びその措置状況
（農林水産部）
おおいたブラ 平成24年７月31日から 指摘事項
ンド推進課 平成24年８月１日まで 次世代を担う園芸産地整備事業において、事業

平成24年８月22日 実施要領に定める補助事業の事業実施主体以外の
者が行う事業を採択するなど、補助金採択に当た
り著しく適正を欠く事例が認められた。

措置状況
年度当初に行う担当者会議で、各振興局の担当

者に対し、補助事業実施要領・要綱を十分に説明
するとともに、事業計画申請・交付申請・変更交
付申請・実績報告までの各段階において、振興局
や本課の職員によるチェックを徹底する。

また、補助事業者に対しても、補助対象要件な
どを含めた本補助事業制度について、振興局を通
じて再度説明するとともに、今後は補助事業の申
請者側においても補助対象の可否が判断できるよ
う指導を徹底する。

（土木建築部）
砂防課 平成24年７月20日 指摘事項

平成24年８月９日 土石流監視装置保守点検業務委託について、少
なくとも平成22年から数十箇所の雨量観測局にお
いて、電源装置のバッテリーが交換時期を過ぎて
いるなど、早急に是正を要する旨の点検結果報告
を受けていながら、大半で修理等の措置が行われ
ていないため、費用に対する効果が発現されてい
ないばかりか、危機管理上、適切でない事例が認
められた。

措置状況
交換時期を迎えたバッテリーなど、欠測が生じ

観測結果に影響が生じる恐れのあるものについて
は、予算を確保し、年内に交換等が完了するよう
対応した。

また、バッテリーなど交換時期が分かるものに
ついては、保守点検計画を策定し、定期的に交換
していく。



その他観測結果に影響が生じる恐れのあるもの
については、点検結果報告後、速やかに対応する
よう努める。

建築住宅課 平成24年７月12日から 指摘事項
平成24年７月13日まで 県営住宅に設置する消火器について、少なくと
平成24年８月８日 も平成22年から消防法施行規則で定められている

設置数を満たしていないなど、法令が遵守されて
おらず、県民の生命や財産に密接に関わる施設の
管理が不適切な事例が認められた。

措置状況
本年度更新分の消火器について購入・設置した

ほか、全棟を対象に消火器の設置状況を確認した。
各棟ごとの設置本数と位置を再確認し、消火器の
所在が確認できなかった箇所には追加設置した。

万一の火災発生時に備え、今後の設置確認につ
いては、業者による点検のほか、管理人等からの
通報の徹底を図り、入居者の安全・安心の確保に
努める。

２ 注意事項についての措置状況
監査対象機関 監査実施日 監査結果の注意事項及びその措置状況
（企画振興部）

政策企画課 平成24年７月５日 注意事項

平成24年８月２日 自家用車使用登録を受けずに公務旅行で自家

用車を使用している事例が認められた。

措置状況

今後、自家用車使用の手続きを適正に行うた

め、登録事項の一覧表を作成し共有ホルダーに

置くことにより、所属職員全員の自覚を促し意

識の徹底を図った。また、チェック体制の確立

を図るため、自家用車使用による旅行命令の際

に各班総括がその都度登録状況を確認すること

とした。

（福祉保健部）

福祉保健企画 平成24年７月11日 注意事項①

課 平成24年８月７日 被保護家庭高校修学資金貸付未収金につい

て、当該取扱要領の誤りが是正されていないほ

か、転居等で所在不明な者に対して、市町村へ

の照会などの調査が十分に行われていない事例

が認められた。

措置状況①

平成24年９月21日付けで被保護家庭高校修学

資金貸付未収金取扱要領を改正し、語句等の誤

りを是正した。

所在不明な債務者に対しては、平成24年４月

16日付けで17名について、また11月７日付けで



９名について、市町村に照会している。

今後は、改正した被保護家庭高校修学資金貸

付未収金取扱要領に基づき、適切な催告を実施

するなど、収入未済額の縮減に努めていく。

注意事項②

社会福祉事業振興資金貸付事業に際し、県は

社会福祉協議会のみを対象に無利子で資金を貸

し付け、同協議会は他の社会福祉法人に資金を

貸し付ける方法により事業を実施しているが、

このような間接的な助成方法等についての県の

要領等が確認できない事例が認められた。

措置状況②

社会福祉協議会への貸付けに係る必要事項を

定めた、「大分県社会福祉事業振興資金貸付要

領」を年度内に整備し、今後は、条例や条例施

行規則及び同要領に基づき、適正に貸付事業を

実施していく。

医療政策課 平成24年７月４日から 注意事項①

平成24年７月５日まで 大分県看護師等修学資金貸付金の返還につい

平成24年８月７日 て、納入通知書の発行が遅延しているうえに、

督促状の発行が著しく遅延している事例などが

認められた。

措置状況①

債権管理マニュアル等を再確認し、債権管理

簿による進捗管理の徹底を図るとともに、調定

事務の遅延防止に努める。

注意事項②

臨床検査精度管理調査事業費補助金について、

実績報告書の提出が著しく遅延しているほか、

交付決定した内容の一部について、履行の確認

ができない事例などが認められた。

措置状況②

書類の提出時期や添付する書類の確認を、年

度当初に補助事業者と行うとともに、事業終了

前にも再度確認するなど、進捗管理を十分に行

うことで、遅延防止及び履行確認の徹底を図る。

こども子育て 平成24年７月10日から 注意事項①

支援課 平成24年７月11日まで 母子寡婦福祉資金について、前年度と比較し、

平成24年８月７日 収入未済額が増加し、収納率も悪化しているこ

とが認められた。

措置状況①

滞納発生を防止するため、貸付申請時に借主

や連帯借主及び連帯保証人との面接を行い、償



還義務についての十分な説明や無理のない償還

計画の指導を行うとともに、償還に関する誓約

書の提出を義務づけるなどにより、貸付けの相

談時から償還意識の徹底を図っている。

また、償還開始３箇月前には、その旨を借主

等に通知し、償還計画を再確認のうえ資金を準

備するなど、納期内償還を意識づけるとともに、

月賦制度や口座振替による償還を採り入れるな

ど、償還しやすい環境を整えている。滞納した

場合は、借主や連帯借主、連帯保証人の状況を

調査し、滞納が累積しないよう指導している。

さらに、８月と12月を「償還強化月間」とし

て、全ての滞納者の状況を調査し、市福祉事務

所や県保健所地域福祉室と連携して、家庭訪問

や電話による催告を実施するとともに、平成23

年度には、過去３年連続して償還率が低下して

いる市福祉事務所に対してヒアリングを行うな

ど、滞納指導の強化を図っている。

今後とも、従来の取組を徹底して行うととも

に、市福祉事務所を対象とした研修会を行うな

ど、関係機関とのさらなる連携を図りながら、

期限内の償還促進に努めていく。

注意事項②

児童措置費負担金について、前年度と比較し、

収入未済額が増加し、収納率も悪化しているこ

とが認められた。

措置状況②

児童措置費負担金の徴収では、措置機関(児童

相談所)と徴収機関(市福祉事務所、県保健所地

域福祉室)とが異なるため、保護者の家庭状況の

把握や納入の動機付けが行い難いといった課題

があるが、入所措置の決定を行う児童相談所に

おいて、措置開始時に保護者の納入意識の徹底

を図るなどで、新たな収入未済額の発生防止に

努めている。

また、24年度は、7月と8月及び12月を「徴収

強化月間」とし、滞納者の状況を調査するとと

もに、本庁や保健所、市福祉事務所等が連携し

て、長期・高額滞納者を中心に家庭訪問や電話

による催告等を集中的に実施するとともに、県

においては、月に一度、徴収強化日を設けて初

期対象者に対し納入指導を行うなど、徴収の強

化を図っている。

今後とも関係機関と連携を図りながら、効果

的な納入指導を徹底して行い、収入未済額の縮

減と新たな滞納発生の防止に努めていく。



注意事項③

児童扶養手当返納金について、前年度と比較

し、収入未済額は減少しているものの、収納率

が悪化していることが認められた。

措置状況③

「大分県児童扶養手当の過払い等による返納

金に関する事務処理要領」(平成20年11月17日制

定)に基づき、返納金が発生した時点で納入方法

を指導し、未納者には、納入告知書や督促状の

送付、訪問督促により収入未済対策を講じてき

た。

また、手当の支払の前には、受給者全員の受

給資格の確認を行い、確認が出来ない者につい

ては、支給を一時停止のうえ、事実関係の調査

を行うとともに、受給者に対して、届出義務を

含め児童扶養手当制度の趣旨について周知を図

るなどで、新たな収入未済額の発生防止に努め

ている。

過去の未収金についても、関係機関と連携し

て、電話による催告や家庭訪問を実施し、徴収

強化に努めている。

（生活環境部）

地球環境対策 平成24年６月14日 注意事項

課 平成24年７月19日 資金前渡した旅費の費用弁償について、精算

報告は行われていたが、返納通知書の発付が遅

れ前渡資金の返納が遅延するとともに、その保

管に適正を欠く事例が認められた。

措置状況

返納決議書の決裁後は直ちに返納通知書を発

付するよう、事務処理を徹底した。

返納する前渡資金については、金庫に保管の

うえ、銀行への収納が遅れることのないよう、

複数の職員で保管状況を毎日確認することにし

た。

また、新財務会計システムで、返納通知の処

理状況を定期的に確認することとした。

廃棄物対策課 平成24年６月８日 注意事項

平成24年７月19日 行政代執行による求償金について、前年度と

比較すると収納率は上昇しているものの、収入

未済額は増加し、また、収入未済額も依然とし

て多額なことが認められた。

措置状況

求償金については、「廃棄物対策課未収金に



係る管理マニュアル」に基づき、督促状による

督促を行い、必要に応じて、差押えの措置や差

押え換価後には文書等による催告や訪問徴収を

行って、回収に努めている。

今後も同マニュアルにより、未納者に対する

催告や積極的な訪問徴収等を行い、支払能力が

あるにもかかわらず支払に応じない者に対する

強制執行等の法的措置も厳格に行いながら、未

収金の削減に向けた回収強化に一層努める。

防災危機管理 平成24年６月12日 注意事項

課 平成24年７月19日 県庁舎等におけるオフィス家具等転倒防止対

策に当たり、事前調査や購入計画等の策定を行

うことなく各所属に対して個別購入を指示した

ことで、経済性・効率性を欠く支出や事務が発

生していた。また、事業の進め方が十分に検討

されていないため、結果的には整備率が上がっ

ておらず、転倒防止対策が有効にとられていな

いなど、適正を欠く事例が認められた。

措置状況

行政企画課、人事課、財政課、防災危機管理

課、情報政策課、施設整備課、用度管財課で構

成する検討チームを６月に立ち上げ、計画的か

つ効果的に整備するための方針を11月に策定し、

全庁に周知した。

今後は、策定した方針に基づいて計画的に整

備する。

人権・同和対 平成24年６月19日 注意事項

策課 平成24年７月19日 大分県隣保館連絡協議会事業補助金について、

実績報告の遅延が散見された。

措置状況

遅延していた２３年度の実績報告書について

は、職員監査日の翌日に提出された。

２４年度の実績報告書については、大分県隣

保館連絡協議会事務局に対し、提出の遅延がな

いよう要請した。

３月初旬に再度、補助金交付要綱等に基づく

適正な事務処理を指導する。

（商工労働部）

商工労働企画 平成24年６月19日 注意事項

課 平成24年７月24日 中小企業設備導入資金について、前年度と比

較すると収入未済額は増加し、かつ、収納率も

低下しており、また、収入未済額も依然として

多額なことが認められた。

措置状況



今後も引き続き、主債務者に対する定期的な

経営状況の確認を実施することにより、新たな

延滞の発生防止を図るとともに、債務者等に対

する積極的な交渉や、悪質な滞納者に対する法

的措置により、収入未済額の減少に努める。ま

た、延滞案件については、時効管理に努めたう

えで、全ての債務者が無資力またはこれに近い

状態にあり、弁済できないものについては、権

利放棄について検討する。

工業振興課 平成24年６月14日から 注意事項

平成24年６月15日まで 七島イ再生支援事業委託業務において、仕様

平成24年７月24日 書に委託契約の目的となる業務内容や成果品等

を具体的に明示していないため、委託事業の成

果が十分に確認できない事例が認められた。

措置状況

今後、委託業務を実施する際には、業務の目

標や成果報告書等の目的物を具体的に定め、成

果が十分に確認できるような、きめ細かい仕様

書にするよう改善を行う。

情報政策課 平成24年６月20日 注意事項

平成24年７月24日 資金前渡した食糧費について、精算報告は行

われていたが、返納通知書を発付せずに前渡資

金の返納が遅延するとともに、その保管に適正

を欠く事例が認められた。

措置状況

前渡資金の返納後、直ちに会計書類の流れを

見直し、チェック体制を強化したほか、総務事

務集中化所属における返納金の適正な事務手続

きを徹底し、再発防止に努めている。

商業・サービ 平成24年６月19日 注意事項

ス業振興課 平成24年７月24日 緊急雇用街なかにぎわい推進事業委託業務に

ついて、事業の実施を確認できる書類が事業実

績書に添付されておらず、履行確認が不十分な

事例が認められた。

措置状況

事業実績書の添付書類として、事業の実施を

確認できる書類の提出を求め、確認を行った。

今後は、委託業務の検査時に成果の確認を行う

など、より適正な執行管理に努めていく。

（農林水産部）

農林水産企画 平成24年７月30日 注意事項①

課 平成24年８月22日 農地利活用推進事業費補助金について、事業

が完了していないにもかかわらず額の確定通知

を行っているほか、交付決定の前に事業に着手



している事例や、間接補助事業者から実績報告

書が提出されていない事例などが認められた。

措置状況①

注意された内容を踏まえて、補助事業者であ

る市町村に対し、事業の適正な執行について、

文書による通知を行った。

今後、実績報告書等については、チェックを

徹底する。

注意事項②

大分県農業委員会等活動強化支援事業費補助

金について、実績報告書に当該補助金交付要綱

で定められている見積書、領収書等の写しが添

付されておらず、代わりに総勘定元帳を添付し

ている事例などが認められた。

措置状況②

今後は、補助金交付要綱等に基づき、総勘定

元帳の写しだけではなく、必要に応じて領収書

等の添付を求める。

団体指導・金 平成24年７月25日 注意事項①

融課 平成24年８月22日 農業改良資金貸付金について、前年度と比較

すると収入未済額は増加し、収納率も悪化して

いることが認められた。

措置状況①

現年度分の収納については、計画的な償還を

働きかけるとともに、滞納分については「大分

県農業改良資金滞納整理事務処理要領」に基づ

いて、振興局や融資窓口機関と連携して、借受

人や連帯保証人との面接や協議を行い、引き続

き収入未済額の解消に努める。また、回収が不

可能と判断される者については、不能欠損処理

等の債権整理の検討を進める。

注意事項②

沿岸漁業改善資金貸付金について、前年度と

比較すると収入未済額は減少しているものの、

収納率は悪化していることが認められた。

措置状況②

現年度分の収納については、計画的な償還を

働きかけるとともに、滞納分については「大分

県沿岸漁業改善資金滞納整理事務処理要領」に

基づいて、振興局や融資窓口機関と連携して、

借受人や連帯保証人との面接や協議を行い、引

き続き収入未済額の解消に努める。また、回収

が不可能と判断される者については、不能欠損



処理等の債権整理の検討を進める。

おおいたブラ 平成24年７月31日から 注意事項①

ンド推進課 平成24年８月１日まで 大分の茶産地強化対策事業において、補助事業

平成24年８月22日 の実績が補助金交付申請時点の事業計画と異な

っているにもかかわらず、当初計画のままの数

量等を記載した実績報告書により額の確定を行

うなど、補助事業の実績確認が十分に行われて

いない事例が認められた。

措置状況①

年度当初に行う担当者会議で、各振興局の担

当者に対し、補助事業実施要領・要綱を十分に

説明するとともに、事業計画申請・交付申請・

変更交付申請・実績報告までの各段階において、

振興局や本課の職員によるチェックを徹底する。

また、補助事業者に対しても、補助対象要件

などを含めた本補助事業制度について、振興局

を通じて再度説明するとともに、今後は補助事

業の申請者側においても補助対象の可否が判断

できるよう指導を徹底する。

注意事項②

緊急雇用「柑橘団地継承推進事業」委託につ

いて、委託業務の変更届及び承認が遅延してい

る事例が認められた。

措置状況②

今後の委託事業の実施に当たっては、事業の

進捗状況を確実に把握するため、四半期ごとの

進行管理を行い、業務内容の変更等が生じる場

合は、速やかに変更届の提出を契約者に求める

など、委託契約書に定められた通り適正な事業

執行を図る。

森林保全課 平成24年７月24日から 注意事項

平成24年７月25日まで 鳥獣被害防止総合対策交付金に係る対象事業

平成24年８月23日 の一部である有害鳥獣の捕獲が目的のわなにつ

いて、購入が年度末となったため事業年度内に

設置ができず、結果として交付した補助金が十

分な効果を発揮していない事例が認められた。

措置状況

注意された内容については、適正な事業執行

を図るため、県下の全ての事業実施主体に対し、

十分留意して事業執行をするよう、文書で通知

するとともに、事業担当者会議で、年内に執行

するよう指導を行った。

さらに、該当する事業実施主体に対しては、

概算払請求の提出の際に、年内にわなの購入に



係る契約を締結するよう指導を行った。

（教育庁）

体育保健課 平成24年６月26日 注意事項

平成24年７月25日 県立高等学校照明設備使用料徴収事務委託に

おいて、受託者の徴収金の金融機関への預入及

び県への納付が、著しく遅延している等の事例

が認められた。

措置状況

指摘のあった受託者に対しては、関係法令等

に基づき事務処理を是正するよう指導した。

また、今後は全受託者に対し、適正な事務処

理の徹底を促す通知文書を発出するとともに、

内部においては、毎月の徴収状況の確認を複数

の職員で行うなど、チェック機能の強化を図る

ことで、再発防止を徹底したい。

（警察本部）

交通指導課 平成24年８月21日から 注意事項

平成24年８月23日まで 放置違反金について、前年度と比較すると収

平成24年８月28日 入未済額は増加し、収納率も悪化していること

が認められた。

措置状況

過去の収入未済金は、段階に応じて弁明通知

書と仮納付書、納付命令書、督促状、催告書、

財産差押予告通知書を、それぞれの封筒の色を

変えて送付し、注意喚起を図っている。さらに

本年度からは、長期滞納者に対して２回送付し

ていた催告書を、再度（計３回）送付して、納

付意識を呼び起こしている。

また、年間を通じて、滞納者に対する催告及

び県内外への戸別訪問並びに滞納処分の執行を

実施し、徴収を強化している。

今後とも、未収金対策を徹底して行い、収入

未済額の縮減及び収納率の向上に努める。

交通機動隊 平成24年８月21日から 注意事項

平成24年８月23日まで 事故により公用車に損害が発生した事例が認

平成24年８月28日 められた。

措置状況

公用車の交通事故防止及び受傷事故防止につ

いては、機会あるごとに指導教養、体験型実践

訓練及び現場点検等を実施している。

今回の事故発生を受けて、交通事故防止のさ

らなる徹底を図るため、事故当事者に対する個

人教養、全隊員に対する全体教養、事故事例に

基づく小集団活動等の指導教養を実施した。



今後も引き続き、あらゆる機会を通じて指導

教養を行い、交通事故の再発防止に取り組む。


